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高校卒業者の進路状況（飯田・下伊那）

学生全体の地域内回帰・定着状況

地域外への転出率

72.3%

平成27年度

38.9%

平成27年度

地域内回帰・定着率

資料出典：「業務概要」（飯田公共職業安定所） 平成27年度の対象者数（卒業者数）は1,524名

飯田市における若者の定着状況
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人材サイクル構築が出来ないと ・ ・ ・
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地域人教育の仕組

地域人 … 地域を「愛」し、「理解」して、地域に「貢献」する人材



先生に教えてもらうだけでなく、生徒が
やりたいことをもっと伝えていかないと
いけないと感じています。

地域に出て話をしたり計画を
立ててみると、普段座学で学
んでいる商業の授業の大切さ
がわかります。地域に出るこ
とで授業も好きになりまし
た。

考え方の異なる人たちと
の協力や交流を通して、
自分の世界観を広げてい
くことが楽しい。

はじめは面倒くさい授業と思っていまし
た。でも、地域の人たちにお世話になる
うちに、自分たちにもできることがない
かを考えるようになりました。

飯田は私たちのやりたい
ことを地域の人が応援し
てくれる場所、自分のや
りたいことが実現できる
場所なんだと感じていま
す。

一つのことをやり遂げるために
経験を共有することの大切さを
学びました。
そして、気の合う人ばかりでは
なく、色々な考え方のある人た
ちと関わることが大事であるこ
とを学びました。

私たちは地域に出て学んでいま
す。でもはじめは「遊んでいる」
と言われ、親から理解されません
でした。学校での学び方自体が変
化していることを、大人の人たち
には知ってほしいと思います。

メンバーの中で人間関係の問題や、取組に対
する意識の差ができてしまうことがよくあり
ます。でもグループ全体がチームとしてまと
まっていくよう取り組むことが大切。

私たちが授業でできることは単発的な取組み。地域づくりには継続的な取組みにしていくことが必要。各グループ発表の共通の声

地域人教育 成果発表会での生徒の声
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Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0（超スマート社会）に求められる人材



777
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多世代が住み続けられる地域を目指す「真の地方創生」
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求められる地域コミュニティーの質（QOC）の向上
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地区基本構想の策定

地区住民自らが地域をデザインする地区基本構想を全20地区で策定。



知の拠点プロジェクト関連〜飯田地域の航空機産業参入〜
（偶然に頼らない「背伸び」の継続によるイノベーション）

地
域
の
経
済
自
立
度
向
上
（「見
え
る
化
」に
よ
る
価
値
観
の
共
有
）

（公
財
）南
信
州
・飯
田
産
業
セ
ン
タ
ー

当
事
者
意
識
の
醸
成

共
創
の
場

航空宇
宙プロ
ジェクト JISQ（AS）

9100
取得27社
（当初 1 社）
（長野県内35社中）

（試
行
錯
誤
を
し
な
が
ら
高
付
加
価
値
追
求
）

協
働
ス
キ
ー
ム
の
形
成

エアロスペースIIDA（事業主体の設立）

現在10社 （当初 5 社）

リレー生産
体制（飯田
のリレー方
式）の構築

航空宇宙産
業クラスター
拠点工場

共
創
の
場

新
分
野
の
育
成

南
信
州
広
域
連
合

共
創
の
場

旧県立飯田工業高等学校の施
設を活用した知の拠点整備

信州大学航空機システム共同
研究講座（新分野に必要な人
材育成）

信州大学航空機システム共同
研究コンソーシアムの形成
（産・金・官の協働）

地域未来
投資促進
法

地方創生
加速化交
付金

地方創生
拠点整備
交付金
（対象となる
国からの支援）

エ
ス
・バ
ー
ド

総事業費約２４億円
うち地方創生交付金は約10億円 13
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「信州大学航空機システム共同研究講座」
（2年間） H29： 3人、H30：5人 ⇒  現在 8人

「電気機器関連制御技術社会人スキルアッ
プコース」 （1年間）

H29：11人（定員10人）、H30：4人（定員5人）
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アイ・ポート
飯田市新事業創出支援協議会

I-Port「開港式」の様子 I-Port支援会議の様子

◎ 起業家や経営者と支援機関が１つの円卓に集まり議論・検討

→共創による高付加価値型のビジネス創出を支援

→必要な資源（情報・人材・取引先）とのマッチング、地域資源の活用

→経営資源と信用力の補完
15



◎ 商工会議所や地域金融機関はもちろん、Ｊ
ＥＴＲＯ長野や中部経済連合会など、地域内
外の15の支援機関と連携

◎ 8月30日の発足以来、３社の支援決定と4社の
支援申請を受領（当初想定は年2社程度）

◎支援機関側も現在1団体の追加加盟を協議中

平成29年8月31日日経新聞

平成30年1月９日信濃毎日新聞

平成30年2月2日信濃毎日新聞
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